
ポンプの長尺化、可搬型ポンプの配備等

高圧発電機車等の配備 送電ルートの多重化等

大規模タンク等の設置
（冷却用水源）

東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
の
発
生

か
ら
６
年
半
以
上
が
経
過
し
た
。
事
故
を
教
訓
と
し

て
２
０
１
３
年
７
月
、
世
界
で
最
も
厳
し
い
と
い
わ

れ
て
い
る
新
規
制
基
準
が
策
定
さ
れ
、
そ
れ
ま
で
の

規
制
が
大
幅
に
強
化
さ
れ
る
と
と
も
に
、
新
た
に
重

大
事
故（
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
）対
策
や
テ
ロ
対
策

な
ど
も
盛
り
込
ま
れ
た
。

こ
れ
に
対
し
、
全
国
の
原
子
力
発
電
所
で
は
新
規

制
基
準
に
対
応
す
る
た
め
の
さ
ま
ざ
ま
な
安
全
対
策

を
講
じ
る
だ
け
で
な
く
、
自
主
的
に
対
策
の
充
実
を

図
り
、
継
続
的
に
安
全
性
の
向
上
を
進
め
て
い
る
。

今
回
は
震
災
後
の
原
子
力
発
電
に
つ
い
て
、
安
全
性

向
上
の
取
り
組
み
や
再
稼
働
の
現
状
、
今
後
の
課
題

な
ど
を
紹
介
す
る
。

福
島
事
故
を
受
け
た
規
制
の
見
直
し

〜
新
規
制
基
準
適
合
へ
対
策
強
化

２
０
１
１
年
３
月
１１
日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太

平
洋
沖
地
震（
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
９
・
０
）。
東
京
電

力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
で
は
地
震
を
感
知
し
、

原
子
炉
は
正
常
に
自
動
停
止
し
た
。
地
震
の
被
害
に

よ
り
、
発
電
所
外
部
か
ら
の
電
源
供
給
ル
ー
ト
が
遮

断
さ
れ
た
も
の
の
、
非
常
用
発
電
機
等
の
電
源
設
備

は
正
常
に
作
動
し
、
原
子
炉
の
冷
却
機
能
は
維
持
さ

れ
て
い
た
。

し
か
し
、
そ
の
後
襲
来
し
た
津
波
に
よ
っ
て
、
非

常
用
発
電
機
な
ど
の
重
要
な
電
源
設
備
の
ほ
か
、
海

水
を
く
み
上
げ
て
原
子
炉
を
冷
却
す
る
海
水
ポ
ン
プ

も
損
壊
し
た
。

そ
の
結
果
、
原
子
炉
を
冷
却
で
き
な
く
な
っ
た
こ

と
で
炉
心
溶
融
が
起
こ
り
、
そ
の
過
程
で
水
素
が
発

生
。
原
子
炉
建
屋
で
の
水
素
爆
発
に
つ
な
が
り
、
外

部
環
境
へ
の
重
大
な
放
射
性
物
質
の
放
出
に
至
っ

た
。事

故
の
検
証
を
通
じ
て
得
ら
れ
た
教
訓
は
、
新
た

に
定
め
ら
れ
た
国
の
規
制
基
準
に
反
映
さ
れ
て
い
る
。

耐
震
・
耐
津
波
の
基
準
は
従
来
の
規
制
に
も
あ
っ
た

項
目
だ
が
、
活
断
層
の
評
価
等
に
つ
い
て
審
査
が
強

化
さ
れ
た
。
各
発
電
所
で
は
詳
細
な
地
質
・
地
下
構

造
を
把
握
す
る
た
め
、
ボ
ー
リ
ン
グ
調
査
や
ト
レ
ン

チ
調
査
等
を
実
施
。
そ
れ
ら
の
調
査
結
果
や
最
新
の

知
見
を
反
映
し
、想
定
さ
れ
る
最
大
級
の
地
震
動（
基

準
地
震
動
）を
評
価
す
る
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ

て
施
設
内
の
耐
震
補
強
工
事
を
行
っ
て
い
る
。

津
波
対
策
に
つ
い
て
も
、
各
種
デ
ー
タ
、
最
新
の

科
学
的
知
見
に
基
づ
い
て
想
定
さ
れ
る
最
大
級
の
津

波
の
高
さ（
基
準
津
波
）を
割
り
出
し
、
そ
れ
が
敷
地

よ
り
高
い
場
合
な
ど
は
、
防
波
壁
等
を
建
設
。
そ
れ

で
も
万
一
、
発
電
所
の
敷
地
内
に
津
波
が
浸
入
し
た

場
合
に
備
え
、
重
要
設
備
の
設
置
場
所
に
は
水
密
扉

と
呼
ば
れ
る
防
水
性
を
高
め
た
扉
を
設
け
る
な
ど
、

徹
底
し
て
浸
水
を
防
ぐ
対
策
を
施
し
て
い
る
。

ま
た
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
を
踏
ま

え
、
原
子
炉
を
冷
却
す
る
た

め
の
「
水
」
と
、
機
器
の
制

御
や
監
視
等
の
た
め
の
「
電

気
」
の
確
保
も
一
段
と
強
化

し
た
。
冷
却
の
た
め
の
水
源

と
し
て
大
規
模
な
タ
ン
ク
や

貯
水
池
な
ど
を
追
加
し
た
ほ

か
、
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
用
の
大

容
量
ポ
ン
プ
を
配
備
す
る
と

と
も
に
、
可
搬
型
ポ
ン
プ
な

ど
も
追
加
配
備
し
た
。
注
水

等
を
行
う
た
め
の
消
防
車
な

ど
も
発
電
所
構
内
の
複
数
箇

所
に
配
置
し
て
い
る
。
電
源

に
つ
い
て
も
、
発
電
所
外
部

か
ら
の
電
力
供
給
の
信
頼
度

を
上
げ
る
た
め
、
送
電
ル
ー

ト
を
多
重
化
す
る
な
ど
の
対

策
の
ほ
か
、
可
搬
型
の
高
圧

発
電
機
車
な
ど
を
高
台
等
に

複
数
台
配
備
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
新
規
制
基
準
で

は
、
万
一
の
重
大
事
故
に
備

え
る
基
準
も
設
け
ら
れ
た
。

原
子
炉
格
納
容
器
内
に
発
生

し
た
水
素
を
処
理
す
る
装
置

や
、
放
射
性
物
質
を
こ
し
取

り
排
気
す
る
フ
ィ
ル
タ
付
ベ

ン
ト
装
置
な
ど
は
、
そ
れ
ら

を
踏
ま
え
、
新
た
に
設
け
ら
れ
た
対
策
。
事
故
収
束

に
向
け
て
指
揮
・
連
絡
の
拠
点
と
な
る
「
緊
急
時
対

策
所
」
に
つ
い
て
は
、
高
い
耐
震
性
や
遮
へ
い
機
能

の
強
化
等
も
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。

そ
の
ほ
か
に
、
大
型
航
空
機
の
意
図
的
な
衝
突
や

テ
ロ
な
ど
を
想
定
し
た
「
特
定
重
大
事
故
等
対
処
施

設
」
の
設
置
も
盛
り
込
ま
れ
た（
猶
予
期
間
あ
り
）。

外
部
か
ら
の
支
援
が
な
い
状
態
で
も
最
低
７
日
間
は

機
能
を
維
持
で
き
る
こ
と
な
ど
が
要
件
と
さ
れ
て
い

る
〔図
表
１
参
照
〕。

原
子
力
事
業
者
に
よ
る
自
主
的
・

継
続
的
な
安
全
性
向
上
へ
の
取
り
組
み

―
―

美
浜
原
子
力
緊
急
事
態
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置

原
子
力
事
業
者
１２
社（
電
力
９
社
、
日
本
原
子
力

発
電
、
電
源
開
発
、
日
本
原
燃
）は
新
規
制
基
準
へ

の
対
応
だ
け
で
な
く
、
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
両
面
か

ら
自
主
的
な
安
全
対
策
の
充
実
を
図
っ
て
い
る
。
万

一
の
重
大
事
故
発
生
時
に
、
速
や
か
に
発
災
事
業
所

へ
資
機
材
、
要
員
を
派
遣
し
、
多
様
か
つ
高
度
な
災

害
対
応
を
担
う
活
動
拠
点
と
し
て
２
０
１
６
年
１２
月
、

福
井
県
美
浜
町
に
「
美
浜
原
子
力
緊
急
事
態
支
援
セ

ン
タ
ー
」
を
開
設
し
た
。
高
い
放
射
線
量
の
状
況
で

も
遠
隔
操
作
で
が
れ
き
な
ど
を
撤
去
で
き
る
重
機
、

放
射
線
量
を
測
定
し
た
り
現
場
の
状
況
の
撮
影
等
を

行
う
ロ
ボ
ッ
ト
・
ド
ロ
ー
ン
の
ほ
か
、
資
機
材
運
搬

用
の
ト
ラ
ッ
ク
な
ど
も
配
備
。
事
故
発
生
時
に
は
操

作
の
訓
練
を
積
ん
だ
支
援
要
員
が
、
発
災
事
業
者
と

協
働
で
災
害
の
早
期
収
束
に
取
り
組
む
体
制
を
整
え

シ
リ
ー
ズ

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
の
現
状
と
課
題
５

原
子
力
の
安
全
確
保
の
た
め
に

―
―

新
た
な
規
制
へ
の
対
応
だ
け
で
な
く
、

自
主
的
に
安
全
性
を
高
め
る
取
り
組
み
も
実
施

※日本のエネルギー事情
や現場の取り組みなど
に関する動画はこちら
のQRコードからアク
セスできます（エネル
ギー関連動画 fepc
channel）。

電
気
事
業
連
合
会

図表１ 福島第一原子力発電所の事故後さまざまな安全対策を強化している

出所：電事連ホームページ

安全対策の例
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た
。
平
時
に
は
、
全
国
の
原
子
力
事
業
者

に
対
す
る
操
作
訓
練
を
実
施
し
て
お
り
、

こ
れ
ま
で
に
約
６
０
０
名
が
訓
練
を
受
講

し
て
い
る（
２
０
１
７
年
９
月
３０
日
現
在
、

準
備
段
階
を
含
む
）。

―
―

原
子
力
産
業
界
全
体
の
連
携

ま
た
、
原
子
力
事
業
者
１２
社
は
、
原
子

力
災
害
時
に
事
業
者
間
協
力
を
円
滑
に
実

施
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
２
０
１
４
年
１０

月
に
相
互
支
援
の
協
定
を
結
ん
で
い
る
。

そ
の
ほ
か
に
も
地
理
的
に
近
い
こ
と
や
、

同
じ
炉
型（
Ｂ
Ｗ
Ｒ
、
Ｐ
Ｗ
Ｒ
等
）な
ど
を

踏
ま
え
た
個
別
の
相
互
協
力
が
各
地
で
進

め
ら
れ
、
災
害
時
に
は
、
要
員
の
派
遣
協

力
や
資
機
材
の
応
援
を
行
う
こ
と
な
ど
を

取
り
決
め
て
い
る
ほ
か
、
原
子
炉
廃
止
措

置
や
安
全
性
向
上
に
向
け
た
情
報
共
有
な

ど
も
行
う
。

ま
た
、
原
子
力
産
業
界
全
体
の
取
り
組

み
と
し
て
、
頻
度
は
少
な
く
と
も
万
一
発

生
す
る
と
甚
大
な
被
害
が
予
測
さ
れ
る
事

態
の
リ
ス
ク
評
価
で
あ
る
Ｐ
Ｒ
Ａ
（
注
）
の
考
え

方
や
、
電
力
中
央
研
究
所
Ｎ
Ｒ
Ｒ
Ｃ（
原

子
力
リ
ス
ク
研
究
セ
ン
タ
ー
）が
保
有
す
る
地
震
・

津
波
な
ど
の
自
然
外
部
事
象
の
評
価
に
関
す
る
知
見

等
を
活
用
し
、
原
子
力
発
電
所
の
安
全
性
を
よ
り
一

層
向
上
さ
せ
る
よ
う
取
り
組
ん
で
い
る
。

各
社
の
社
内
で
は
、
原
子
力
部
門
以
外
の
チ
ェ
ッ

ク
機
能
を
充
実
さ
せ
る
と
と
も
に
、
原
子
力
事
業
者

の
自
主
的
・
継
続
的
な
安
全
性
向
上
に
向
け
た
評

価
・
提
言
な
ど
の
活
動
を
行
う
Ｊ
Ａ
Ｎ
Ｓ
Ｉ（
原
子

力
安
全
推
進
協
会
）で
は
、事
業
者
間
の
相
互
評
価
・

相
互
監
視
も
実
施
。
各
発
電
所
の
実
態
を
外
部
の
視

点
で
評
価
す
る
仕
組
み
を
取
り
入
れ
る
こ
と
で
、
よ

り
次
元
の
高
い
安
全
性
確
保
に
向
け
た
取
り
組
み
を

具
体
的
に
進
め
、
社
会
か
ら
の
信
頼
回
復
に
力
を
注

い
で
い
る
〔
図
表
２
参
照
〕。

原
子
力
再
稼
働
の
状
況

〜
安
全
確
保
や
人
材
基
盤
維
持
の
観
点

も
踏
ま
え
た
原
子
力
の
位
置
付
け
を

震
災
後
、
新
規
制
基
準
へ
の
適
合
認
定（
原
子
炉

設
置
変
更
許
可
）を
受
け
た
プ
ラ
ン
ト
は
こ
れ
ま
で

に
６
発
電
所
・
１２
基
。
こ
の
う
ち
再
稼
働
に
至
っ
た

プ
ラ
ン
ト
は
３
発
電
所
・
５
基
と
な
っ
て
い
る
〔
図

表
３
参
照
〕。

新
規
制
基
準
の
施
行
か
ら
４
年
が
経
過
し
、
適
合

性
審
査
の
申
請
を
行
っ
た
２６
基
の
半
数
以
上
で
基
準

地
震
動
が
お
お
む
ね
固
ま
る
な
ど
、
審
査
へ
の
対
応

は
一
歩
ず
つ
前
進
し
て
き
て
い
る
。
し
か
し
、
２
０

１
６
年
度
の
電
源
構
成
に
お
け
る
原
子
力
発
電
比
率

は
２
％（
経
済
産
業
省
推
計
）。
現
在
、
国
に
お
い
て

あ
ら
た
め
て
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
現
行
の
「
エ
ネ

ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
で
は
、
２
０
３
０
年
度
の
電
源

構
成（
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
）と
し
て
原
子
力
発
電

比
率
を
２０
〜
２２
％
と
し
て
い
る
。

先
日
、
電
力
会
社
や
新
電
力
な
ど
４２
の
電
力
事
業

者（
電
気
事
業
低
炭
素
社
会
協
議
会
）が
取
り
ま
と
め

た
２
０
１
６
年
度
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
実
績（
速
報
値
）は
、

前
年
度
に
比
べ
１
kWh
あ
た
り
の
排
出
量
が
０
・
５
１

６
�
と
２
・
８
％
減
少
し
た
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
活
用
や
高
効
率
火
力
発
電
設
備
の
導
入
を
継
続

的
に
進
め
た
ほ
か
、
こ
の
間
に
再
稼
働
し
た
四
国
電

力
伊
方
発
電
所
３
号
機
も
大
き
く
貢
献
し
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
２
０
３
０
年
度
の
排
出
量
目
標
は

１
kWh
あ
た
り
０
・
３
７
�
と
設
定
し
て
お
り
、
目
標

達
成
に
向
け
て
、
原
子
力
の
さ
ら
な
る
稼
働
が
求
め

ら
れ
る
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
国
民
生
活
や
経
済
活
動
の
基

盤
で
あ
り
、
資
源
に
乏
し
い
わ
が
国
の
実
情
を
踏
ま

え
た
現
実
的
な
議
論
を
行

う
こ
と
が
重
要
だ
。

安
全
性
を
大
前
提
に
、

３
Ｅ（
供
給
安
定
性
、
経

済
性
、
環
境
性
）の
バ
ラ

ン
ス
に
優
れ
る
原
子
力
発

電
の
果
た
す
役
割
を
適
切

に
評
価
し
、
安
全
の
確
保
、

技
術
や
人
材
基
盤
を
維
持

す
る
観
点
か
ら
も
、
将
来

に
わ
た
っ
て
原
子
力
発
電

を
一
定
規
模
確
保
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た

め
に
は
再
稼
働
は
も
と
よ

り
、
中
長
期
的
な
新
増
設

や
リ
プ
レ
ー
ス
な
ど
も
織

り
込
ん
だ
原
子
力
の
将
来

像
を
国
全
体
で
共
有
し
て

い
く
議
論
が
求
め
ら
れ
る

の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

地球規模で見た原子力への評価
１９７０年代に急速に増えた世界の原子力発電。技術の向上にあわせて石油危機が導入機運を一段と加速させた。し
かしその後、スリーマイルアイランド、チェルノブイリと２つの大きな事故を経験、新増設と廃炉の数はほぼ均衡
を続けていた。では、２０１１年の福島第一原子力発電所の事故後はどうか。
事故後、脱原子力に政策を転換したのは、ドイツ、スイス、台湾、韓国の４カ国・地域。一方、米国、英国、フ
ランス、中国、ロシア、インドなど多くの国は、現在も低炭素化などを理由に原子力を重要なエネルギー源と位置
付けている。
世界の原子力発電プラントの増減を見ると、ドイツが一度に８基の廃止を決めたことが影響し、２０１１年は廃炉の
基数が新設を上回った。２０１２～２０１３年では増減の数は同じで、２０１４年以降になると新設が廃止を上回っている。その
結果、事故以降の６年間（２０１７年３月時点）で新設は３９基、廃止は２１基と、世界における原子力プラント数は増加した。
IEA（国際エネルギー機関）がまとめた新政策シナリオでは、原子力の発電シェアは２０４０年にかけて増えると予測
されており、地球規模では原子力の導入は今後も増加するとみられている。
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図表２ 原子力産業界全体で自主的に安全性向上に向けた
取り組みを進めている

出所：電事連ホームページ

図表３ 日本の原子力発電所

出所：「総合資源エネルギー調査会基本政策分科会」資料より電事連作成（２０１７年１１月１日現在）
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